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第９章 食品ロス削減推進計画 

１ 計画の背景 

⑴ 計画の背景 

食品ロスとは、本来食べられるにもかかわらずごみとして捨てられてしまう食品

のことをいい、食品の生産・製造・消費の各段階において発生しています。 

令和４年度国の推計値では、日本国内において本来食べられるのに捨てられる食

品「食品ロス」の量は年間４７２万ｔ、令和４年１０月１日現在の総務省人口推計

に基づく国民１人当たりの年間の食品ロス量は約３８ｋｇ、国民１人１日当たりの

食品ロス量は約１０３ｇで、これはおにぎり１個分に相当します。 

国連の推計による令和４年の世界人口は８０億人で、そのうち約７億４千万人、

約９人に１人が栄養不足に陥っているといわれ、令和３２年には世界人口は９７億

人に達すると見込まれることから、更に栄養不足に陥る方々が増えることとなりま

す。 

こうした中、日本では令和４年度の食料自給率が３８％（カロリーベース）と食

料の多くを海外に依存しているにも関わらず、大量の食品ロスが発生しています。 

このことから、食品ロスの削減は重要な課題といえます。 

 ⑵ 世界 

国際的には、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）のターゲット１２．３では、「２

０３０年（令和１２年）までに小売・消費レベルにおける世界全体の１人当たりの

食料の廃棄を半減させ、収穫後損失などの生産・サプライチェーンにおける食料の

損失を減少させる。」としています。また、ターゲット１２．５では、「２０３０年

（令和１２年）までに廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用により、廃棄

物の発生を大幅に削減する。」としており、食料の損失・廃棄の削減の目標が設定

されています。 

⑶ 国 

   わが国では、令和元年１０月に「食品ロスの削減の推進に関する法律」（令和元

年法律第１９号）が施行され、令和２年３月に閣議決定した「食品ロスの削減の推

進に関する基本的な方針」の中で、「平成１２年度比（２０００年度比）で令和１

２年度（２０３０年度）までに食品ロスを半減させる」ことを目標として掲げてい

ます。また、「第五次循環型社会形成推進基本計画」（令和６年８月閣議決定）にお

いても「第四次循環型社会形成推進基本計画」（平成３０年６月閣議決定）の目標

を引継ぎ、「重点分野３ 多種多様な地域の循環システムの構築と地方創生の実現」

において、同様の目標を設定しています。 

資料３－５ 
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なお、食品ロスの削減の推進に関する法律第１３条第１項においては、都道府県・

市町村は国の基本方針を踏まえ、食品ロス削減推進計画を定めるよう努めることと

されています。 

⑷ 東京都 

  都では、食品ロスの削減の推進に関する法律に基づく「東京都食品ロス削減推進

計画」を令和３年３月に策定し、都が目指す２０３０年（令和１２年）の目標とし

て、「２０００年度（平成１２年度）と比較した食品ロス発生量半減」を、また、

２０５０年（令和３２年）の姿として「食品ロス発生量 実質ゼロ」を掲げていま

す。 

⑸ 武蔵村山市 

  国及び東京都の動向を踏まえ、本市においても「食品ロス削減推進計画」を策定

し、市民、事業者、市が相互に連携・協力し、食品ロス削減の取組を進めます。 

２ 計画の位置付け 

  本市の定める食品ロス削減推進計画は、食品ロスの削減の推進に関する法律第１３

条第１項の規定に基づく市町村の区域内における食品ロスの削減の推進に関する計

画です。 

３ 計画の期間 

  武蔵村山市一般廃棄物処理基本計画（改訂版）と合わせ、令和７年度から令和９年

度までの３年間とし、目標年度を令和９年度とします。 

４ 食品ロスの現状と課題 

⑴ 国の食品ロスの現状 

   食品ロスは事業活動を伴って発生する「事業系食品ロス」と各家庭から発生する

「家庭系食品ロス」の大きく２つにわけることができます。 

   令和４年度の推計値では、「食品ロス」の量は年間４７２万ｔで、その内訳は、

事業系食品ロス及び家庭系食品ロスがそれぞれ２３６万ｔとなっています。さらに

事業系食品ロスの業種別発生量の割合は、食品製造業１１７万ｔ、食品卸売業１０

万ｔ、食品小売業４９万ｔ、外食産業が６０万ｔとなっています。 

なお、事業系食品ロスの量は、半減目標（２０３０年までに２７３万ｔ）を達成

しており、家庭系食品ロスの量は、半減目標（２０３０年までに２１６万ｔ）まで

あと２０万ｔとなっています。 
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⑵ 東京都の食品ロスの現状 

   令和５年度食品廃棄の実態把握調査報告書（令和６年２月２９日公益財団法人流

通経済研究所）に基づく令和３年度の東京都内における食品ロス発生量は 

３６．８万ｔで、その内訳は、事業系食品ロスが２２．５万ｔ、家庭系食品ロスが

１４．３万ｔとなっています。さらに事業系食品ロスの業種別発生量の割合は、食

品製造業１．３万ｔ、食品卸売業０．８万ｔ、食品小売業７．４万ｔ、外食産業 

１３．０万ｔとなっています。 

 なお、東京都の食品ロスの量は、半減目標（２０３０年までに３８万ｔ）を達成

しています。 

 ⑶ 武蔵村山市の食品ロスの現状 

   本市の食品ロス量については、家庭ごみ組成分析調査結果に基づく収集ごみに含

まれる生ごみの推計量から推計しました。 

   食品ロス量の割合は平成２８年度から増加傾向にありましたが、令和３年度をピ

ークに減少傾向となっています。 

   平成２８年度の食品ロス量は５，６２９t で、令和５年度の食品ロス量 

４，７９２ｔと比較すると８３７ｔ、１４．９％減少しました。 

なお、本市においては令和４年１０月に家庭ごみ有料化及び戸別収集を開始して

いますが、家庭ごみ有料化及び戸別収集を開始する前年の令和３年度と令和５年度

を比較しますと、食品ロス量は、１，２８２t、２１．１％減少しています。 

表９－１ 家庭ごみ組成分析調査結果に基づく食品ロス量の推計 

 

  

割合
（%）

ごみ量
（t/年）

割合
（%）

ごみ量
（t/年）

割合
（%）

ごみ量
（t/年）

割合
（%）

ごみ量
（t/年）

可燃ごみの量 - 11,938 - 11,820 - 11,770 - 10,019

生ごみ(厨芥類1)(食べ残し) 4.8 481

生ごみ(厨芥類2)(調理くず、野菜くず) 34.8 3,483

生ごみ(未利用品) 4.3 519 5.6 662 7.1 836 8.3 828

小計 47.1 5,624 48.7 5,756 51.6 6,074 47.9 4,792

不燃ごみの量 - 904 - 922 - 933 - 482

生ごみ(厨芥類1)(食べ残し) 0.0 0

生ごみ(厨芥類2)(調理くず、野菜くず) 0.0 0

生ごみ(未利用品) 0.5 5 0.0 0 0.0 0 0.0 0

小計 0.5 5 0.0 0 0.0 0 0.0 0

食品ロス量 32.0 5,629 33.2 5,756 34.6 6,074 32.2 4,792

0

H28 R3

0.0 0 0.0 0 0.0

R5H30

42.8 5,105 43.1 5,094 44.5 5,238
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５ 食品ロス削減量の目標 

本市の収集ごみの減量目標は、年間１％ですので、食品ロス削減量の目標も同様に設

定することとします。令和５年度の推計食品ロス量は４，７９２ｔですので、その１％

の４８ｔを毎年削減し、令和９年度の目標量を４，６００tと設定します。 

   なお、国の食品ロス削減目標のうち、家庭系食品ロスの量は、令和４年度の推計

値では、半減目標（令和１２年までに２１６万ｔ）まであと２０万ｔとなっており、

これを直線的に削減すると仮定すると、令和５年度から令和１２年度までの８年間

で年間２万５千 t削減することとなります。 

   一方、令和４年１０月１日現在の総務省推計人口は、１億２,４９４万 7 千人、

本市の同時期の人口が 7 万１，４３６人で、国に対する本市の人口比率は 

約０．０６％となります。 

 国の家庭系食品ロスの年間の削減量は２万５千ｔですので、これに国に対する本

市の人口比率０．０６％を乗じると年間１５t削減しなければならないこととなり

ますが、本市の目標は、この数値を上回っています。 

表９－２ 本市の推計食品ロス削減量（令和５年度～令和９年度） 

 

 
単位：ｔ 

 

  

実績値

R5 R6 R7 R8 R9

推計食品ロス量 （ｔ） 4,792 4,744 4,696 4,648 4,600

食品ロス削減量（令和５年度増減比） （ｔ） - ▲ 48 ▲ 96 ▲ 144 ▲ 192

食品ロス削減率（令和５年度増減比） （％） - ▲ 1 ▲ 2 ▲ 3 ▲ 4

目標値

区　分
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６ 具体的な施策 

ごみの中には、消費期限・賞味期限切れなどの未利用の食品が捨てられています。

食品ロス削減のため、消費期限・賞味期限に関する知識、食材を無駄にしない工夫な

どについての意識啓発や、家庭で余っている食品を集めて寄付をするフードドライブ

などに取り組みます。また、飲食店での食べ残しが少なくなるよう、小盛りのメニュ

ーを作るなどの工夫を働きかけます。 

また、それでも発生する食品ロスについては、飼料化や肥料化等の再生利用を行う

よう啓発します。 

● 食品ロス削減のための普及啓発 

● 全国おいしい食べきり運動ネットワーク協議会への加盟 

● 市報等による残さず食べよう３０１０運動の普及啓発 

● フードドライブの実施 

● 飲食店への働きかけ 

● エコショップ（食べきり協力店）の認定 

● 生ごみ処理機器購入補助制度の普及啓発 

● 生ごみ処理容器「ミニ・キエーロ」工作教室等の継続及び普及啓発 

写真９－１                     写真９－２      

フードドライブで寄付された食品     生ごみ処理容器「ミニ・キエーロ」 

      

写真９－３         写真９－４          写真９－５     

可燃ごみとして排出された 可燃ごみとして排出された 可燃ごみとして排出された 

食べ残し         調理くず         未利用品 

       

 


